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【手続補正１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００４９
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００４９】
　[0051]　その後、測定されたガス圧力は、制御抽出（ステップ３１０）－充填構造から
の気相緩衝流体が圧力Ｐ＞Ｐ１という所定の第１閾値を超えている場合－を示し、または
制御供給（ステップ３２０）－圧力が圧力Ｐ＜Ｐ２という第２閾値未満である場合－を示
す。もちろん、第１閾値圧力Ｐ１は第２閾値圧力Ｐ２未満である。従って、気液相緩衝流
体の供給および／または抽出は、緩衝流体の蒸発を介して物品の温度を制御するために、
測定された熱力学特性に関連して制御される。Ｐ１の表示圧力（より低い第１閾値）は、
２６．４４ミリバール未満の緩衝流体としての水について、例えば、２６．４～２６．４
４ミリバールの範囲の閾値であり得る。Ｐ２の表示圧力（より高い第２閾値）は、２６．
４４ミリバールを超える緩衝流体としての水について、例えば、＋／－２０ｍＫ範囲に対
して２６．４８ミリバールという範囲の閾値であり得る。本明細書に記載の数値は小数点
を使用して示されることが当業者には明らかである。
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